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日本の人口動態 ～「騎馬戦型」から「肩ぐるま型」社会へ～

１９６５年
【胴上げ型】

２０１２年
【騎馬戦型】

２０５０年
【肩ぐるま型】

（出典）総務省「国勢調査」，社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」，厚生労働省「人口動態統計」をもとに国立長寿医療研究センターが作成したものの引用

６５歳以上：２０～６４歳

１人：９．１人
６５歳以上：２０～６４歳

１人：２．４人
６５歳以上：２０～６４歳

１人：１．２人

【肩ぐるま型社会】 今後急速な高齢化が進み，やがて「１人の現役世代が
１人の高齢者を支える」社会が訪れるという予測
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新潟市の高齢者人口と高齢化率の将来推移
Ｈ26年度：26％ ⇒ Ｈ37年度：31.5％（団塊の世代が全て75歳を迎える）
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新潟市の介護認定者数と認定率の推移
年1,700人前後のペースで増加・介護認定者の割合も上昇（18.7％）
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新潟市の介護サービス利用者の推移
介護認定者の増加に伴い介護サービス利用者も増加。特に，居宅サービス利用者は大幅に増加（５年間で約6,000人増）
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新潟市の単身高齢者世帯は増加傾向
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地域包括ケアシステムの姿病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケ

アシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケ

アシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する町村

部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に

応じて作り上げていくことが必要。

地域包括ケアシステムの構築について

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入
所

病院：
急性期、回復期、慢性期

介 護

■介護予防サービス

出典：厚生労働省
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要支援・要介護認定について

介護度 めやすの状態

要支援１
生活機能の一部に若干の低下が認められ，
介護予防サービスを提供すれば改善が見込
まれる。

要支援２ 生活機能の一部に低下が認められ，介護予
防サービスを提供すれば改善が見込まれる。

要介護１
身の回りの世話に見守りや手助けが必要。

立ち上がり・歩行等で支えが必要

要支援１・２

介護予防サービス，地域密着型介護予防サービスを
利用できます。

要介護１
立ち上がり・歩行等で支えが必要。

要介護２
身の回りの世話全般に見守りや手助けが必
要。立ち上がり・歩行等で支えが必要。排泄
や食事で見守りや手助けが必要。

要介護３ 身の回りの世話や立ち上がりが一人では出
来ない。排泄等で全般的な介助が必要。

要介護４ 日常生活を営む機能がかなり低下しており，
全面的な介助が必要な場合が多い。

要介護５ 日常生活を営む機能が著しく低下しており，
全面的な介助が必要。

要介護１～５

居宅サービス，地域密着型サービス，施設サービスを
利用できます。
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要支援
１・２
要支援
１・２

介護保険制度の改正
～多様な主体によるサービス提供～

訪問
介護

既存の訪問介護事業者による身体介護・生活
援助の訪問介護

ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の生
活支援サービス

住民ボランティアによるゴミだし等の生活支援住民ボランティアによるゴミだし等の生活支援
サービス

通所
介護

既存の通所介護事業者による機能訓練等の通
所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるミニデイサービス

コミュニティサロン、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等が関与
する教室

市町村
の裁量で
基準・単
価を設定

市町村
の裁量で
基準・単
価を設定
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生活支援サービス（地域による支え合い活動）のイメージ

ご近所 自治会・
町内会等

有償
ボランティア

非営利団体

見守り ○ ○ △ ○
交流

（居場所） ○ ○ ○ ○
※ちょっとした
生活支援 ○ ○ ○ ○

家事援助 △ △ ○ ○
食事 会食 × ○ ○ ○

配食 × × ○ ○
移動 × △ ○ ○

※ちょっとした生活支援：ゴミだし、買い物、除雪、草取り、電球交換など

地域では○印が取り組みやすい 10



地域住民の参加
高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

○現役時代 能力を活かした活動

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企
業、協同組合等の多様な主体が生活支援サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強化
を図る。
具体的には、生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の
開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援サービスコーディネーター」の配置などについて、介護保険法の地域支
援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加

介護予防
にもつな
がる

多様な主体
によるサービ
スの提供

生活支援の
担い手としての
社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

市町村を核とした支援体制の充実・強化
協議体の設置、生活支援コーディネーターの配置

コーディネー
ターの配置

多様な支援団体
による協議体の

設置

スの提供
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支え合いのしくみづくり会議（協議体）と

支え合いのしくみづくり推進員（生活支援コーディネーター）

市域
【新潟市】

区域
【第1層 協議体】

日常生活圏域

区コーディネーター

日常生活圏域
【第2層 協議体】

協議体 生活支援コーディネーター

活動当事者による検討組織
【役割】
①地域の現状把握
②地域の課題発見
③生活支援コーディネーターの選出・支援

協議体で選出
【役割】
①資源開発
・不足するサービスの創出
・サービスの担い手の育成・支援
②ネットワーク構築
・情報共有、連携体制の強化

圏域コーディネーター
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協議体の役割と活動主体について協議体の役割と活動主体について

協議体とは ◎協議体と活動主体の連携イメージ

〇役割

≪区全域≫

第１層 協議体 生活支援コーディネーター

支援・調整

【目的】

地域住民の力を集めて、
相互の助け合いの仕組みを創出する

相談・調整

● 「生活支援コーディネーター」をそれぞれの分野で支援する

● 地域住民の困り事を把握し、その解決方法を考える

≪具体的には≫

●「生活支援コーディネーター」を選出する

●随時、「生活支援コーディネーター」の相談に応じ、

日常的な活動を支援する

●地域の困り事などの情報収集を行い、定期的に会合し、

その解決方法について協議する

※ は活動主体を表す）

〇役割
第２層

協議体

≪ 日常生活圏域≫

生活支援コーディネーター

シルバー人材センター

社会福祉協議会

NPO ・任意団体など

協同組合

老人クラブ

民生委員児童委員協議会

地域コミュニティ協議会

ボランティア団体

民間企業

＊協議体により、活動主体は異なります
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